
集団的自衛権の行使を容認する閣議決定に抗議し撤回を求める会長声明 

 

 本年７月１日、安倍晋三内閣は、「いかなる事態においても国民の命と平和な暮らしを守

り抜くため」と称して、従来「自衛権発動の三要件」の第１要件とされていた「我が国に

対する武力攻撃が発生した場合」に加え、「我が国と密接な関係にある他国に対する武力攻

撃が発生し、これにより我が国の存立が脅かされ、国民の生命、自由及び幸福追求の権利

が根底から覆される明白な危険がある場合」にも自衛権を行使できるとする閣議決定を行

った。 

すなわち、従来の政府の憲法解釈を変更して、集団的自衛権の行使を容認したのである。 

 集団的自衛権の本質は他国防衛であり、自国が攻撃されていないにもかかわらず、多国

間の戦争に軍事的に関与することを意味する。そのような集団的自衛権の行使は、前文で

平和的生存権を確認し、第９条で戦争の放棄と戦力の不保持及び交戦権の否認を定めるこ

とで、恒久平和主義を謳う日本国憲法の下では許されない。そうであるからこそ、過去数

十年にわたる政府解釈においても、集団的自衛権の行使は憲法上許されないとされてきた

のである。 

 従来の政府解釈を変更し、集団的自衛権の行使を容認する本閣議決定は、日本国憲法の

基本原理である平和主義に反するといわざるを得ない。 

 また、同時に、閣議決定により集団的自衛権の行使を容認することは、憲法改正手続き

をとらずして、閣議により憲法を改正するに等しく、厳格な憲法改正手続きを定めた第９

６条を潜脱するものであり、ひいては憲法によって国家権力を制約するという立憲主義に

も反するものである。 

 安倍晋三内閣は、「いかなる事態においても国民の命と平和な暮らしを守り抜くため」に

集団的自衛権の行使を容認するというが、日本が他国の戦争に参加すれば、逆に相手国か

らの攻撃にさらされ、テロの標的となることもあり、むしろ国民の命と平和な暮らしに重

大な危険をもたらすことになりかねない。 

 また、集団的自衛権の行使要件は極めて曖昧で、時々の政府の判断により恣意的に解釈

して運用されかねず、歯止めにはなり得ない。この点、国会審議において、政府自身も、「原

油の供給難などで日本経済が打撃を受ける場合でも集団的自衛権を行使しうる」として、

集団的自衛権の行使が際限なく広がる可能性を示している。 

 以上、集団的自衛権の行使を容認する閣議決定は、内容的にも手続的にも明らかに憲法

に違反するものであるから、当会はこれに強く抗議し、その撤回を求めるとともに、憲法

に反する閣議決定を前提とする関係法の改正等はしないことを求めるものである。 
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